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医政 発 0324第 6号
令 和 4年 3月 24日

各都道府県知事 殿
厚生労働省医政局長

(公 印 省 冊各)

地域医療構想の進め方について

地域医療構想については、これまで、「地域医療構想の進め方について」 (平成 30年 2

月 7日 付け医政地発 0207第 1号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知)及び 「公立 。

公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等について」 (令和 2年 1月 17日 付け医政発
0117第 4号厚生労働省医政局長通知)等に基づき、日文組を進めていただいてきたところ
である。引き続き、これらの通知の記載を基本 としつつ取組を進めていただく際に、追加

的に留意いただく事項について、下記のとお り整理したので、貴職におかれては、これら

の整理について御了知いただいた上で、地域医療構想の実現に向けた取組を進めるととも

に、本通知の趣旨を貴管内市区町村、関係団体及び関係機関等へ周知いただくようお願い

する。

なお、本通知は、地方自治法 (昭和 22年法律第 67号)第 245条の 4第 1項の規定に基
づく技術的助言であることを申し添える。

記

1.基本的な考え方
今後、各都道府県において第 8次医療計画 (2024年度～2029年度)の策定作業が 2023
年度までかけて進められる際には、各地域で記載事項追加 (新興感染症等対応)等に向け
た検討や病床の機能分化・連携に関する議論等を行っていただく必要があるため、その作

業と併せて、2022年度及び 2023年度において、地域医療構想に係る民間医療機関も含め
た各医療機関の姑応方針の策定や検証・見直 しを行 う。

その際、各都道府県においては、今回の新型コロナウイルス感染症の感染拡大により病

床の機能分化・連携等の重要性が改めて認識 されたことを十分に考慮する。    ・
また、2024年度より医師の時間外労働の上限規制が適用され、2035年度末に暫定特例
水準を解消することとされてお り、各医療機関において上限規制を遵守しながら、同時に

地域の医療提供体制の維持・確保を行 うためには、医療機関内の取組に加え、各構想区域

における地域医療構想の実現に向けた病床機能の分化・連携の取組など、地域全体での質

が高く効率的で持続可能な医療提供体制の確保を図る取組を進めることが重要であること

に十分留意する。

なお、地域医療構想の推進の取組は、病床の削減や統廃合ありきではなく、各都道府県

が、地域の実情を踏まえ、主体的に取組を進めるものである。

2.具体的な取組
「人口 100万人以上の構想区域における公立 。公的医療機関等の具体的対応方針の再
検証等について」 (令和 3年 7月 1日 付け医政発 0701第 27号厚生労働省医政局長通知)
2.(3)に おいて、「公立 。公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等、地域医療構想
の実現に向けた今後の工程に関しては、新型コロナウイルス感染症への対応状況に配慮 し

つつ、各地域において地域医療構想調整会議を主催する都道府県等 とも協議を行いなが

ら、厚生労働省において改めて整理の上、お示 しすることとしている。」としていたこと

については、2022年度及び 2023年度において、公立・公的・民間医療機関における紺応
方針の策定や検証・見直しを行 うこととする。
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このうち公立病院については、病院事業を設置する地方公共団体は、2021年度末まで

に総務省において策定する予定の「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病

院経営強化ガイドライン」を踏まえ、病院ごとに「公立病院経営強化プラン」を具体的対

応方針として策定した上で、地域医療構想調整会議において協議する。

また、民間医療機関を含め、議論の活性化を図るため、必要に応じて以下の観J煮も参照
するとともに、重点支援区域の選定によるデータ分析等の技術的支援なども併せて活用

し、議論を行 う。

※ 民間医療機関を含めた議論の活性化を図るための観点の例 (2020年 3月 19日 の地域医療構
想ワ■キンググループにおける議論より)
。 高度急性期 ,急性期機能を担う病床…厚生労働省の診療実績の分析に含まれていない手

術の一部 (胆裏摘出手術や虫垂切除手術など)や内科的な診療実績 (抗がん剤治療など)、
1 地理的要因を踏まえた医療機関同士の距離
・ 回復期機能を担う病床…算定している入院料、公民の違いを踏まえた役割分担  ,
・ 慢性期機能を担う病床…慢性期機能の継続の意向や介護保険施設等への転換の意向・状

況

3.地域医療構想調整会議の運営
今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえ、地域医療構想調整会議の運営に

当たつては、感染防止対策を徹底するとともに、医療従事者等の負担に配慮する。

年間の開催回数についても、必ずしも下律に年 4回以上行うことを求めるものではない

が、ォンラインによる開催も検討しヽ必要な協議が十分に行われるよう留意する。

また、感染防止対策の一環として会議の傍聴制限を行った場合には、会議資料や議事録

等の公表について、とりわけ速やかに行うよう努める。

4.検討状況の公表等
検討林況にういては、定期的に公表を行う。具体的には、2022年度においては、2022

年 9月 末及び 2023年 3月 末時〕点における検討状況を別紙様式に記入し、厚生労働省に報

告するとともに、各都道府県においてはその報告内容を基にホームページ等で公表する。

なお、各都道府県ごとの検討状況については、今後、地域医療構想及び医師確保計画に

関するフエキンググループ等に報告することを予定している。

また、様式に定める事項以外にも厚生労働省において(随時状況の把握を行 う可能性が
ある。

5.重点支援区域
重点支援区域については、都道府県からの申請を踏まえ、厚生労働省において選定して

いるが、今後、全ての都道府県に対して中請の意向を聞くことを予定している。

6。 その他                                ′

第 8次医療計画の策定に向けては、現在、第 8次医療計画等に関する検討会や同検討会
の下のワーキンググループ等において「基本方針」や 「医療計画作成指針」の見直しに関

する議論を行らているが、この検討状況については適宜情報提供していく。

【担当者】

厚生労働省医政局地域医療計画課

医師確保等地域医療対策室 計画係
03-5253-1111(内 線  2661、 2663)

E―mail iryottkeikaku@mhlw.go.Jp
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(別紙様式 )

地域医療構想調整会議における検討状況

都道府県名

(  年 月現在 )

1.全体 (2及び 3の合計 )

2.公立・公的医療機関等 (平成29年度病床機能報告未報告等医療機関を含むも)

3.2以 外の医療機関 (平成 29年度病床機能報告未報告等医療機関を含む。)

注 1 「合意」とは、地域医療構想調整会議において、紺応方針の協議が調 うことを指
す。

注 2 「公立 。公的医療機関等」は、以下のとおり。
・ 都道府県、市町村、地方独立行政法人、地方公共団体の組合、国民健康保険団体連合

会、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、厚生農業協同組合連合会、社会福

祉法人北海道社会事業協会、共済組合及びその連合会、日本私立学校振興・共済事業

団、健康保「父組合及びその連合会、国民健康保 [父組合及びその連合会、独立行政法人

地域医療機能推進機構、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人労働者健康安全機

構が設置する病院及び有床診療所
。 特定機能病院および地域医療支援病院 (医療法人を含むすべての開設者が対象)

注 3 報告対象には有床診療所を含む。
(参考)有床診療所は、医療施設調査によれば、令和元年 10月 1日 現在、全国で 6,644
施設となつている。

3

総計
対応方針の策定・検証状況

合意・検証済 協議 う検証中 協議 。検証未開始

病床数ベース 床 床 % 床 % 床
”
%

医療機関数ベース 機関 機関 % 機関 % 機関 %

総計
対応方針の策定 。検証状況

合意・検証済 協議・検証中 協議・検証未開始

病床数ベース 床 床 % 床 % 床 %

医療機関数ベース 機 関 機 関 % 機関 % 機関 %

総計
対応方針の策定状況

合意済 協議中 協議木開始

病床数ベース 床 床 % 床 % 床 %
医療機関数ベース 機関 機 関 % 機関 % 機関 %





医政発 OH7第 4号
令 和 2年 1月 17日

各都道府県知事 殿

厚生労働省医政局長

(公 印 省 略)

公立 。公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等について

地域医療構想 (医療法 (昭和 23年法律第 205号)第 30条の4第 2項第 7号に規定する
地域医療構想をいう。以下同じ。)の実現に向けては、「経済財政運営と改革の基本方針
2018」 (平成 30年 6月 15日 閣議決定)において「公立 。公的医療機関については、地域
の医療需要等を踏まえつつ、地域の民間医療機関では担ちことができない高度急性期・急

性期医療や不採算部門、過疎地等の医療提供等に重点化するよう医療機能を見直し、これ

を達成するための再編 。統合の議論を進める」とされたことを踏まえ、公立・公的医療機

関等については、地域の医療需要等を勘案し、地域の民間医療機関では担うことができな

い機能に重′く化していただくよう、将来に向けた担うべき役割や病床数の具体的対応方針

を策定し、地域医療構想調整会議 (同法第 30条の 14第 1項に規定する協議の場をいう。

以下同じ。)で合意されるよう取組を推進してきたところである。
今般、イ経済財政運営と改革の基本方針 2019」 (令和元年 6月 21日 閣議決定)において
「地域医療構想の実現に向け、全ての公立 。公的医療機関等に係る具体的対応方針につい

て、診療実績データの分析を行 う」とされたことを踏まえ、「地域医療構想に関するワー

キンググループ」で分析方法等について検討を重ね、地域医療構想調整会議における地域

の現状や将来像を踏まえた議論を活性化させることを目的に、公立 。公的医療機関等の高

度急性期・急性期機能に着目した診療実績データの分析を行った。

ついては、当該分析結果を踏まえた公立 。公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等

について下記のとおり整理したので、貴職におかれては、これらの整理にういて御了知い

ただいた上で、
!地
域医療構想の実現に向けた取組を進めるとともに、本通知の趣旨を貴管

内市区町村、関係団体及び関係機関等へ周知いただくようお願いする。

なお、本通知は、地方自治法 (昭和 22年法律第 67号)第 245条の4第 1項の規定に基
づく技術的助言であることを申し添える。

1.具体的対応方針の再検証等について

記
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(1)基本的な考え方       .
地域医療構想の実現に向けては、医療機関の診療実績等にも着目した上で、住民

に必要な医療を、質が高く効率的な形で不足なく提供できるかという視点の議論が

不可欠である。
i

これまでも、各地域では地域医療構想調整会議における議論の活性化を図るため

の様々な努力を重ねながら、公立 。公的医療機関等の具体的対応方針を中心に協議

が継続されてきたが、今般(さ らにその取組を進めていく観点から、厚生労働省に

おいて、「経済財政運営と改革の基本方針 2018」 等で公立 。公的医療機関等に求め

られている役割や疾病とめ関係性を踏まえ、一定の診療領域を設定し、各公立 。公

的医療機関等について領域ごとに以下の要件に該当するか判定することで、当該医

療機関でなければ担うことができない機能に重点化が図られているかにういて分析

を行つた。

① 診療実績が特に少ない (診療実績が無い場合も含む。)。
② 構想区域内に、下定数以上の診療実績を有する医療機関が 2つ以上あり、か
つ、お互いの所在地が近接している (診療実績が無い場合も含む。以下「類似

かつ近接」という。)。

各都道府県は、この厚生労働省における分析の結果、(2)に示す下定の基準に合
致した公立・公的医療機関等に対し、各構想区域における地域医療構想調整会議で

合意された当該公立 。公的医療機関等の具体的対応方針が、真に地域医療構想の実

現に沿ったものとなつているか再検討の上、地域医療構想調整会議において改めて

協議し合意を得るよう求めていただきたい。その際、地域の実情に応じて、民間医

療機関の参加も得なが ら、将来を見据えた構想区域全体の医療提供体制についても

議論していただきたい。

なお、厚生労働省が行つた分析は、あくまで現状で把握可能なデータを用いる手

法に留まるものである。このため、分析結果をもつて、公立 。公的医療機関等の将

来担うべき役割や、それに必要な病床数や病床の機能分化・連携等の方向性を機械

的に決めるものではない。各公立 。公的医療機関等の取組の方向性については、地

域医療構想調整会議において、当該分析だけでは判断し得ない地域の実情に関する

知見を補いながら、議論を尽くされたい。

(2)再検証対象医療機関の具体的対応方針の再検証について
イ
都道府県は、別途厚生労働省から提供する「公立・公的医療機関等の診療実績デ

ータの分析結果」において、「診療実績が特に少ない」の要件に 9領域全て該当して

いる、又は「類似かつ近接」の要件に 6領域全て (人口 100万人以上の構想区域を

除く。)該当している公立 。公的医療機関等 (以下「再検証対象医療機関」とい

う。)に対し、具体的対応方針について再検討するよう要請すること。

都道府県から要請を受けた再検証対象医療機関は、以下①～③について検討を行

い、その結果を反映した具体的対応方針にういて、地域医療構想調整会議におい

て、再検証を経た上で合意を得ること。

① 現在の地域における急性期機能や、将来の人口推移とそれに伴う医療需要の
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変化等の医療機関を取り巻く環境を踏まえた、2025年を見据えた自医療機関の

役割

② 分析の対象とした領域ごとの医療機能の方向性 (他の医療機関との機能統合
や連携、機能縮小t機能廃止等)
③ ①②を踏まえた機能別の病床数の変勃
この際、再検証姑象医療機関は、既に病床数や病床機能の再編等について、一定

I

の対応をとることで地域医療構想調整会議の合意を得ている場合においても、構想

区嫉内の他の医療機関の診療実績や医療需要の推移等を踏まえ、その合意内容の妥

当́性について明示的かつ丁寧な説明を行い、改めて合意を得ること。

なお、再検証対象医療機関の中には、今回の分析において設定した領域以外の一

部の診療領域に特化し、疾患特性に応じて一定の急性期機能を有しており、特定の

領域において地域の民間医療機関では担うことのできない高度・先進医療や政策医

療を提供している等、地域にとつて重要な役割を担っている場合もある。

このため、具体的封応方針の再検証に係る地域医療構想調整会議の協議の際、当

該再検証対象医療機関は、自医療機関が特定の領域において担う役割及び医療機能

等について明示的かつ丁寧に説明すること。都道府県は、その説明内蓉や構想区域

十内の他の医療機関の診療実績等を踏まえ、当該再検証対象医療機関の具体的対応方

針の妥当性について確認する等、慎重に議論を進めること。

(3)構想区域全体の 2025年の医療提供体制の検証について
再検証姑象医療機関のうち、「類似かつ近接」の要件に 6領域全て (人口 100万人

以上の構想区域を除く。)該当している公立・公的医療機関等を有する構想区域につ
いては、類似の実績を有する医療機関が領域ごとに異なることから、機能分化 。連

携や機能再編等の相手方の医療機関が領域ごとに異なり、複数にわたることが考え

られる。

このため、都道府県は、当該構想区域の地域医療構想調整会議において(「類似か

つ近接」の要件に6領域全て (人口 100万人以上の構想区域を除く。)該当している
公立・公的医療機関等の具体的対応方針の1再検証に係る協議を行うとともに、構想

区域全体における、領域 (今股分析封象とした 6領域を必ず含むものとし、必要に

応じて他の領域を含めるものとする。)ごとの 2025年の各医療機関の役割分担の方
向性等 (必要に応じて、病床数や医療機能を含む。)について検討し、構想区域全体
の 2025年の医療晃供体制について改めて協議すること。

この際、別途提供する「公立・公的医療機関等と競合すると考えられる民間医療

機関リスト」等を参考に、再検証対象医療機関や当該領域において「類似かつ近

接」とされた公立 。公的医療機関等のほか、地域の状況を踏まえ、必要な民間医療

機関の参加を得た上で議論すること。

なお、都道府県は、「診療実績が特に少ない」の要件に 9領域全て該当している公

立・公的医療機関等を有する構想区域におぃても、当該医療機関の周辺にある医療

機関との役割分担等を改めて整理する観点から、構想区域全体における 2025年の各

医療機関の役割分担の方向性等 (必要に応じて、病床数や医療機能を含むと)につい
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て検討する必要があると判断する場合には、構想区域全体の 2025年の医療提供体制

にういて改めて協議することb

(4)一部の領域において「診療実績が特に少ない」又は「類似かつ近接」の要件に

該当した公立 i公的底療機関等への対応

都道府県は、別途提供する「公立 。公的医療機関等の診療実績デ■夕の分析結

果」のうち、再検証対象医療機関でなくとも、一部の領域において「診療実績が特

に少ない」又は「類似かつ近接」 (人 口 100万人以上の構想区域を除く。)の要件に

該当した公立 。公的医療機関等の具体的対応方針について、地域医療構想調整会議

において改めて議論すること。この際、当該医療機関のうち、2019年 3月 末までに

策定し合意された具体的対応方針が、第 7次医療計画における役割及び平成 29年度

病床機能報告上の病床数からの変更を伴っていない医療機関等については、構想区

域の他の医療機関の診療実績や医療需要の推移等を踏まえ、当該医療機関の具体的

対応方針の妥当性について改めて確認するなどし、引き続き議論を進めること。議

論の結果、具体的対応方針の見直しが必要とされた医療機関については、見直しを

行った具体的対応方針にういて、地域医療構想調整会議において協議の上、合意を

得ること。

(5)平成 20年度病床機能報告における未報告医療機関等への対応

今回の厚生労働省による分析は、平成 29年度病床機能報告において報告された各

医療機関の診療実績データ等を用いて行つたため、公立・公的医療機関等のうちの

平成 29年度病床機能報告未報告等医療機関 (以下「平成 29年度未報告等医療機

関」という。)については分析を実施していない。
このため、今回分析を実施した公立・公的医療機関等との公平性の観点から、都

道府県は平成 29年度未報告等医療機関に対し、当該医療機関が策定した具体的対応

方針の妥当性について、地域医療構想調整会議において改めて説明するよう要請す

ること。
｀
都道府県から要請を受けた平成 29年度未報告等医療機関は、今般、厚生労働省が

実施した分析方法や直近の自医療機関の診療実績等を踏まえ、具体的対応方針の妥

当性を地域医療構想調整会議において説明し、合意を得ること。合意を得られなか

つた場合は、その理由を踏まえた具体的対応方針の見直しを行い、改めて協議の

上(合意を得ること。           .    :

2.具体的対応方針の再検証等の期限及び議論の状況把握にういて
地域医療構想調整会議の今後の具体的紺応方針の再検証等に係る協議の具体的な進め

方については、地域医療構想調整会議における議論の状況を踏まえた上で整理する必要

があることから、今後、厚生労働省において随時状況の把握を行うことを想定してい

る。

このため、当面、都道府県においては、「経済財政運営と改革の基本方針 2019」 にお

ける一連の記載を基本として、地域医療構想調整会議での議論を進めていただくようお
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願いする。

その上で、「新経済・財政再生計画改革工程表 2019」 (令和元年 12月 19日 )におい
て、民間医療機関の紺応方針策定の促進のための方策の議論等については、「経済財政

運営と改革の基本方針 2020(仮 )」 1こ向けた工程表の具体化を図ることとしてお り、
2020年度から2025年までの具体的な進め方については、状況把握の結果を踏まえ、ま

た、地方自治体の意見も踏まえながら、厚生労働省において整理の上、改めて通知す

る。

なお、
′
これまでと同様く令和 2年度以降の地域医療介護総合確保基金の配分に当たつ

ては、都道府県における地域医療構想の実現に向けた取組の進捗状況を勘案することと

し、具体的には、各都道府県における具体的対応方針の再検証等に係る議論の状況につ

いて考慮することとする。       ‐          |

3.留意事項について
都道府県は、地域医療構想調整会議における公立・公的医療機関等の具体的対応方針

の再検証等に係る協議に当たり、以下の点について留意すること。

(■)公 立・公的医療機関等のうち、公的医療機関等の具体的対応方針の再検証に当た
ちては、開設主体ごとに期待される役割や税制上・財政上の措置等の違いに留意

の上、協議を進めること。

(2) 別途厚生労働省から提供する「公立 。公的医療機関等の診療実績データの分析
結果」だけでなく、地域の将来推計人口及びそれに基づく疾患別の医療需要の推

移に関するデータやDPCデ ータ等、都道府県及び地域医療構想調整会議が利用
可能な情報を活用し、地域の実情に関する知見も補いながら、協議を進めるこ

と。

また、都道府県全体の地域医療構想の方向性や第二者の視点を反映する観 J点か

ら、都道府県単位の地域医療構想調整会議や地域医療構想アドバイザーを活用す

ること等も検討すること。

(3) 別途厚生労働省から提供する「公立・公的医療機関等の診療実績データの分析
結果」のうち、平成 29年度病床機能報告の報告後に、医療機関の廃止並びに高度

急性期及び急性期機能の廃止が行われた公立 。公的医療機関等については、改め

て地域医療構想調整会議において議論する必要はないこと。

(4) 今後、人口 100万人以上の構想区域の公立・公的医療機関等についても、「類
似かつ近接」に係る具体的対応方針の再検証等に必要な検討を追ちて整理するこ

ととしていること。

4.地域医療構想調整会議の運営について
都道府県は、地域医療構想調整会議の実効性を高める運営に努めるとともに、また、

定例的に開催する公立 。公的医療機関等の具体的対応方針の再検証に係る地域医療構想

調整会議について、医療関係者や地域住民等の関心が高いことも想定されることから、

原則、会議資料や議事録等を速やかに公表するよう努めること。

ただし、別途依頼する「公立・公的医療機関等の診療実績データの分析結果」等の都
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導府県による最終確認々
'沓

まえて厚生ガ働省が当該資料を確定するまでに、当該資料を

用いて具体的封応方針の再検証に係る地域医療構想調整会議を開催する場合 lま、当該資

料やそれに関する議事録については非公表として取り扱うこと。

また、個別具体的な診療領域、医療機関に話題が及ぶ場合等が想定されることから、

構想区域の実情にあわせて、医療機関同士の意見交換や個別相談等の随時開催を組み合

わせながらくより多くの医療機関の主体的な参画が得られ、忌憚のない意見交換ができ

るよう工夫すること。                  |   、    '



医 政 地 発 0207第 1号
平 成 30年 2月 7日

各都道府県衛生主管部 (局)長 殿

厚生労働省医政局地域医療計画課長

(  公  印  省  略  )

地域医療構想の進め方について

地域医療構想 (医療法 (昭和23年法律第205号)第 30条の4第 1項第 7号に規定する
地域医療構想をいう。以下同じ。)は、平成28年度中に全ての都道府県において策定さ
れ、今後は、地域医療構想調整会議 (同法第30条の14第 1項に規定する協議の場をいう。
以下同じ。)を通じて、構想区域 (同法第39条の4第 1項第 7号に規定する構想区域を
いう。以下同じ。)ご とにその具体化に向けた検討を進めていく必要がある。
また、「経済財政運営と改革の基本方針2017(平成29年 6月 9日 閣議決定)」 におい

て、地域医療構想の達成に向けて、構想区域ごとの地域医療構想調整会議での具体的議

論を促進することが求められている。具体的には、病床の役割分担を進めるためのデー

タを国から都道府県に提供 し、個別の病院名や転換する病床数の具体的姑応方針の速や

かな策定に向けて、それぞれの地域医療構想調整会議において_2年間程度で集中的な検

討を促進することが求められている。

このため、都道府県が、地域医療構想の達成に向けて医療機関などの関係者と連携 し

ながら円滑に取 り組めるように、地域医療構想の進め方について下記のとおり整理 した

ので、:ご了知の上、地域医療構想の達成に向けた検討を進めるとともに、貴管内市区町

村、関係団体、関係機関等に周知願いたい。

記

1.地 域医療構想調整会議の進め方について
(上 )地域医療構想調整会議の協議事項
「経済財政運営と改革の基本方針2017(平成29年 6月 9日 閣議決定)」 においては、
地域医療構想の達成に向けて、「個別の病院名や転換する病床数等の具体的対応方針
の速やかな策定に向けて、2年間程度で集中的な検討を促進する」こととされている
ことを踏まえ、都道府県においては、毎年度この具体的対応方針をとりまとめること。
この具体的対応方針のとりまとめには、地域医療構想調整会議において、平成37

(2025)年 における役割 。医療機能ごとの病床数にういて合意を得た全ての医療機関
の

① 平成37(2025)年を見据えた構想区域において担 うべき医療機関としての役割
② 平成37(2025)年に持つべき医療機能ごとの病床数
を含むものとすること。

なお、平成30年度以降の地域医療介護総合確保基金の配分に当たつては、各都道府

県における具体的対応方針のとりまとめの進捗状況についても考慮することとする。
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ア.個別の医療機関ごとの具体的対応方針の決定への対応
(ア )公立病院に関すること
病院事業を設置する地方公共団体は、「新公立病院改革ガイ ドライン」 (平成27

年 3月 31日 付け総財準第59号総務省自治財政局長通知)を参考に、公立病院につい

て、病院ごとに「新公立病院改革プラン」を策定した上で、地域医療構想調整会議

において、構想
′
区域の医療機関の診療実績や将来の医療需要の動向を踏まえて、ヽ平

成29年度中に、平成37(2025)年に向けた具体的対応方針を協議すること。協議が

調わない場合は、繰 り返し協議を行った上で、速やかに平成37(2025)年に向けた

具体的対応方針を決定すること。また、具体的対応方針を決定した後に、見直す必

要が生じた場合には、ヽ改めて地域医療構想調整会議で協議すること。

この際、公立病院については、

① 山間へき地・離島など民間医療機関の立地が困難な過疎地等における一般医療
の提供

② 救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算 う特殊部門に関わる医療の提供
③ 県立がんセンダー、県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のあ
る高度・先進医療の提供

④ 研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能   ′
などの役割が期待されていることに留意し、構想区域の医療需要や現状の病床稼働

率等を踏まえてもなお①～④の医療を公立病院において提供することが必要であ

るのかどうか、民間医療機関との役割分担を踏まえ公立病院でなければ担えない分

野⌒重点化されているかどうかについて確認すること。

(イ )‐ 公的医療機関等 2025プ ラン対象医療機関に関すること
公的医療機関等 2025プ ラン対象医療機関 (新公立病院改革プランの策定対象
となつている公立病院を除く公的医療機関等 (医療法第 7条の 2第 1項各号に掲げ

る者が開設する医療機関をいう。以下同じ。)、 国立病院機構及び労働者健康安全

機構が開設する医療機関(地域医療支援病院、特定機能病院をいう。以下同じ。 )
は、「地域医療構想を踏まえた「公的医療機関等 2025プ ラン」策定について (依
頼)」 (平成29年 8月 4日 付け医政発08o4第 2号厚生労働省医政局長通知)に基づ

き、公的医療機関等 2025プ ランを策定した上で、地域医療構想調整会議におい
て、構想区域の医療機関の診療実績や将来め医療需要の動向を踏まえて、平成29

年度中に平成37(2025)年 に向けた具体的対応方針を協議すること。協議が調わな
い場合は、繰 り返し協議を行った上で、速やかに平成37(2025)年に向けた具体的
姑応方針を決定すること。また、具体的姑応方針を決定した後に、見直す必要が生

じた場合には、改めて地域医療構想調整会議で協議すること。

この際、構想区域の医療需要や現状の病床稼働率等を踏まえ公的医療機関等 20
25プラン対象医療機関でなければ担えない分野へ重点化されているかどうかに
ついて確認すること。                 

・

(ウ )その他の医療機関に関すること
その他の医療機関のうち、開設者の変更を含め構想区域において担 うべき医療機

関としての役割や機能を大きく変更する病院などの場合には、今後の事業計画を策

定した上で、地域医療構想調整会議において、構想区域の医療機関の診療実績や将

来の医療需要の動向を踏まえて、速やかに平成37(2025)年 に向けた姑応方針を協

議すること。協議が調わない場合は、繰 り返し協議を行った上で、平成37(2025)
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年に向けた対応方針を決定すること。また、対応方針を決定した後に、見直す必要

が生じた場合には、改めて地域医療構想調整会議で協議すること。

それ以外の全ての医療機関については、地域医療構想調整会議において、構想区

域の医療機関の診療実績や将来の医療需要の動向を踏まえて、遅くとも平成30年度

末までに平成37(2025)年 に向けた対応方針を協議すること。協議が調わない場合
は、繰 り返し協議を行つた上で、平成37(2025)年に向けた姑応方針を決定するこ
と。また、対応方針を決定した後に、見直す必要が生じた場合には、改めて地域医

療構想調整会議で協議すること。

(工 )留意事項
都道府県は、新公立病院改革プランや公的医療機関等 2025プ ラン、病床機能
報告 (医療法第30条の13に規定する病床機能報告をい う。以下同じ。)の結果等か
ら、過剰な病床機能に転換 しようとする医療機関の計画を把握 した場合には、速や

かに、当該医療機関に対 し、地域医療構想調整会議への出席 と、病床機能を転換す

る理由についての説明を求めること。

都道府県は、病床機能報告において、6年後の医療機能を、構想区域で過剰な病
床機能に転換する旨の報告をした医療機関に対して、速やかに、①都道府県への理

由書提出、②地域医療構想調整会議での協議への参加、③都道府県医療審議会での

理由等の説明を求めた上で、当該理由等がやむを得ないものと認められない場合に

は、同法第30条の15に基づき、都道府県医療審議会の意見を聴いて、病床機能を変

更しないことを命令 (公的医療機関等を対象)又は要請 (公的医療機関等以外の医
療機関を対象)すること。また、要請を受けた者が、正当な理由がなく、当該要請
に係る措置を講じていない場合には、同法第30条の17に基づき、都道府県医療審議

会の意見を聴いて、当該措置を講ずべきことを勧告すること。さらに、命令または

働告を受けた者が従わなかった場合には、同法第30条の18に基づき、その旨を公表

すること。

イ.病床が全て稼働 していない病棟を有する医療機関への対応
(ア )全ての医療機関に関すること
都道府県は、病床機能報告の結果等から、病床が全て稼働 していない病棟 (過去

1年間に一度も入院患者を収容 しなかった病床のみで構成 される病棟をい う。以下
同じ。)を有する医療機関を把握 した場合には、速やかに、当該医療機関に対 し、
地域医療構想調整会議八出席 し、①病棟を稼働 していない理由、②当該病棟の今後

の運用見通 しに関する計画について説明するよう求めること。ただし、病院・病棟

を建て替える場合など、事前に地域医療構想調整会議の協議 を経て、病床が全て稼

働 していない病棟の具体的対応方針を決定 していれば、対応を求めなくてもよい。

なお、病床過剰地域において、上述の説明の結果、当該病棟の維持の必要性が乏

しいと考えられる病棟を有する医療機関に対 しては、都道府県は、速やかに、医療

法第 7条の 2第 3項又は第30条の12第 1項に基づき、都道府県医療審議会の意見を
聴いて、非稼働の病床数の範囲内で、病床勢を削減することを内容 とする許可の変

更のための措置を命令 (公的医療機関等を対象)又は要請 (公的医療機関等以外の
医療機関を姑象)す ること。また、要請を受けた者が、正当な理由がなく、当該要
請に係 る措置を講 じていない場合には、同法第30条の12第 2項に基づき、都道府県
医療審議会の意見を聴いて、当該措置を講ずべきことを働告すること。さらに、命
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令または勧告を受けた者が従わなからた場合には、同法第 7条の 2第 7項又は同法

第30条 の12第 3項に基づき、その旨を公表すること。     |

(イ )留意事項       ′

都道府県は、病床がすドて稼働 していない病棟を再稼働 しようとする医療機関の

計画を把握した場合には、当該医療機関の医療従事者の確保に係る方針、構想区域

の他の医療機関の診療実績や将来の医療需要の動向等を踏まえ、現在稼働 している

病棟の稼働率を上げたとしてもなお追加的な病棟の再稼働の必要性があるか否か

について地域医療構想調整会議において十分に議論すること。特に、再稼働した場

合に担う予定の病床機能が、構想区域において過剰な病床機能である場合には、過

剰な病床機能へ転換するケマスと同様とみなし、より慎重に議論を進めること。

ウ.新たな医療機関の開設や増床の許可申請今の対応 !

(ア )全ての医療機関に関すること
都道府県は、新たに病床を整備する予定の医療機関を把握 した場合には、当該医

療機関に対し、開設等の許可を待たずに、地域医療構想調整会議へ出席 し、①新た

に整備される病床の整備計画と将来の病床数の必要量との関係性、②新たに整備さ

れる病床が担 う予定の病床の機能と当該構想区域の病床の機能区分ごと́の将来の

病床数の必要量との関係性、③当該医療機能を担 う上での(雇用計画や設備整備計

画の妥当性等について説明するよう求めること。なお、開設者を変更する医療機関

(個人間の継承を含む)を把握した場合にも、当該医療機関に対し、地域医療構想
調整会議⌒出席し、当該構想区域において今後担 う役割や機能について説明するよ

う求めること。

また、既存病床数及び基準病床数並びに将来の病床数の必要量との整合性の確保

を図る必要がある場合には、地域医療構想調整会議での協議を経て都道府県医療審 |

議会においても議論を行 うこと。議論にあたつては、地域医療構想調整会議におけ

る協議の内容を踏まえること。

都道府県は、①新たに整備される病床が担 う予定の医療機能が、当該構想区域に

おける不足する医療機能以外の医療機能となつている、②当該構想区域における不

足する医療機能について、既存の医療機関の将来の機能転換の意向を考慮してもな

お充足する見通しが立たないとぃった場合等には、新たに病床を整備する予定の医
4療
機関に紺して、地域医療構想調整会議の意見を聴いて、医療法第 7条第 5項に基
づき、開設計可にあたつて不足する医療機能に係る医療を提供する旨の条件を付与

すること。また、当該開設者又は管理者が、正当な理由がなく、当該許可に付され

た条件に従わない場合には、同法第27条の 2第 1項に基づきt都道府県医療審議会
の意見を聴いて、期限を定めて、当該条件に従 うべきことを切告することもさらに、

勧告を受けた者が、正当な理由がなく、当該勧告に従わない場合にはヽ同条第 2項

に基づき、都道府県医療審議会の意見を聴いて、期限を定めて、当該働告に係る措

置をとるべきことを命令すること。それでもなお命令を受けた者が従わなかつた場

合には、同条第 3項に基づき、その旨を公表する′こと。

(イ )留意事項
都道府県は、今後、新たに療養病床及び一般病床の整備を行 う際には、既に策定

されている地域医療構想との整合性を踏まえて行 うこと。具体的には、新たな病床

の整備を行 うに当たり、都道府県医療審議会において、既存病床数と基準病床数の
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関係性だけではなく、地域医療構想における将来の病床数の必要量を踏まえ、十分

な議論を行 うこと。

例えば、現状では既存病床数が基準病床数を下回り、追加的な病床の整備が可能

であるが、人口の減少が進むこと等によリミ将来の病床数の必要量が既存病床数を

下回ることとなる場合には、既存病床数と基準病床数の関係性だけではなく、地域

医療構想における将来の病床数の必要量を勘案し、医療需要の推移や、他の二次医

療圏との患者の流出入の状況等を考慮し、追加的な病床の整備の必要性について慎

重に検討を行 うこと。

(2)地域医療構想調整会議での個別の医療機関の取組状況の共有
ア.個別の医療機関ごとの医療機能や診療実績
(ア )高度急性期・急性期機能
高度急性期・急性期機能を担 う病床については、構想区域ごとにどのような医療

機関があり、それぞれの医療機関がどのような役割を果たしているのか、地域医療

構想調整会議において、個別の医療機関の取組状況を共有する必要があると
このため(都道府県は、各病院 。病棟が担 うべき役割について協議できるよう、
個別の医療機関ごとの各病棟における急性期医療に関する診療実績 (幅広い手術の

実施状況、がん・脳卒中・心筋梗塞等への治療状況、重症忠者への対応状況、救急

医療の実施状況、全身管理の状況など)を提示すること。
また、高度急性期機能又は急性期機能と報告した病棟のうち、例えば急性期医療

を全く提供していない病棟が含まれていることから、明らかな疑義のある報告につ

いては、地域医療構想調整会議において、その妥当性を確認すること。

(イ )回復期機能
回復期機能を担 う病床については、構想区域ごとにどのような医療機関があ り、

それぞれの医療機関がどのような役割を果たしているのか、地域医療構想調整会議

において、個別の医療機関の取組状況を共有する必要がある。

このため、都道府県は、各病院・病棟が担 うべき役割について協議できるよう、

個別の医療機関ごとの各病棟における在宅復帰に向けた医療や リハ ビジテーショ

ンに関する診療実績 (急性期後の支援・在宅復帰への支援の状況、全身管理の状況、

疾患に応 じた リハ ビリテーション・早期からのリハ ビリテー ションの実施状況、入

院患者の居住する市町村 との連携状況、ケアマネジャーとの連携状況など)を提示
することも

(ウ )慢 !l生期機能
慢性期機能を担 う病床については、構想区域ごとにどのような医療機関があ り、

それぞれの医療機関がどのような役割を果たしているのか、地域医療構想調整会議

において、個別の医療機関の取組状況を共有する必要がある。特に介護療養病床に

ついては、そσ)担 う役割を踏まえた上で、転換等の方針を早期に共有する必要があ

る。

このため、 1耳

“

道府県は、各病院・病棟が担 うべき役割について協議できるよう、

個別の医療機関ごとの各病棟における療養や看取 りに関する診療実績 (長期療養忠

者の受入状況、重度の障害児等の受入状況、全身管理の状況、疾患に応 じたリハ ビ

リテーション・早期か らの リハ ビリテーションの実施状況、入院患者の状況、入院

患者の退院先など)を提示すること。
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イ。個別の医療機関ごとの地域医療介護総合確保基金を含む各種補助金や繰入金等の

活用状況

都道府県は、各病院・病棟が担 うべき役割について円滑に協議できるよう、個別

の医療機関ごとの地域医療介護総合確保基金を含む各種補助金や繰入金等の活用

状況を提示すること。

ウ.新公立病院改革プラン、公的医療機関等 2025プ ランに記載すべき事項
プランを策定する医療機関は、各病院 i病棟が担 うべき役割にっいて円滑に協議

できるよう、病床稼働率、紹介・逆紹介率、救急対応状況、医師数、経営に関する

情報などを記載すること。都道府県は、個別の医療機関ごとの情報を整理して提示

すること。                           ~

(3)地域医療構想調整会議の運営
都道府県は、地域医療構想の達成に向けて、構想区域の実情を踏まえながら年間ス

ケジュールを計画し、年 4回は地域医療構想調整会議を実施すること。地域医療構想
を進めていくに当たっては、地域住民の協力が不可欠であることから、会議資料や議

事録については、できる限リホームページ等を通じて速やかに公表すること。

構想区域によつては全ての医療機関が地域医療構想調整会議に参加することが難

しい場合も想定されることから、構想区域の実情にあわせて医療機関同士の意見交換

や個別相談などの場を組み合わせながら実施し、より多くの医療機関の主体的な参画

が得られるよう進めていくこと。

2.病床機能報告について
(1)病床機能報告における未報告医療機関への対応
都道府県は、病床機能報告の姑象医療機関であって、未報告であることを把握 した

場合には、当該医療機関に対 して、病床機能を報告するように求めることも

なお、都道府県は、当該医療機関に対して、医療法第30条の13第 5項に基づき、期
間を定めて報告するよう命令すること。また、当該医療機関が、その命令に従わない

場合には、同条第 0項に基づき、その旨を公表すること。

(2)病床機能報告における回復期機能の解釈
病床機能報告制度における回復期機能の解釈に当たつては、病床機能報告の集計結

果と将来の病床数の必要量との単純な比較だけではなく、地域医療構想調整会議にお

いてく構想区域の医療機関の診療実績や将来の医療需要の動向について十分に分析を

行つた上で、病床の機能分化及び連携を推進していくことが重要である。

具体的には、「地域医療構想 !病床機能報告における回復期機能について」 (平成

29年 9月 29日 付け厚生労働箇医政局地域医療計画課事務連絡)を参照されたい。

15


